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欝害者自立支護法の全面施行に伴う障害者自立支撲の現状と課題

一利用者負担のあり方を中心として一

松山郁夫

A Subject about the Independent Support for the Disabled 

Ikuo MATSUYAMA 

要 1:::. 
関

自立支援法は、財源確保や障害種別間放びに地域開のサービス水準格差是正などを実現し、

障害者の自立生活を支えることを自標とした法律だとされているが、新支給決定プロセスや新事業体

系関係の施行によって現在利用しているサービスを継続できなくなるという問題も起きている。この

ため、市町村による独自の利用者負担軽減策が講じられているが、市町村の財政事清によって対策が

なるために地域格差が顕著になることも危慎されている。さらに、介護保険制度との統合を自指す

ために大規模な制度の改正が行われていく可能性が高く、障害者自立支援法施行における開題点や謀

について把揮しておく必要がある。本所究では、障害者自立支援法の成立までの経緯や背景、法の

民的、実施主体、対象、市町村障害者福祉計画、利用者負担、就労支援等の現状と課題について検討

した。障害者自立支援法には、利馬者負担の高額化、 i翠害者の生活支援に関する相談支援体制の構築、

就労支援の強化、精神諮害者施策の充実、擁設サービスの再:講築などが含まれているため、障害者の

自立生活を実現する方向で利用者負担や地域格差についての問題点を改善していくこと、及びサーピ

ス提供基盤を維持する工夫が必要だと考えた。
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しはじめに

日本では、 1951年に社会福祉事業法が制定されて以来、半世紀に渡って大きな改正が行われなかった社

会福祉事業、社会描祉法人、措置制度等社会福祉の共通基盤にあたる制度について、増大・多様化が見込

まれる由民の福祉需要に対応するために見直しが行われた。高齢者福祉における介護の領域では、 2000年

4月に介護保検制度が施行された。また、成年後見人制度の導入、規制緩和推進計画の実施、社会揺祉法

人による不祥事の紡止、地方分権の推進等が進められることになった。
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このような社会福祉構造改革によって、福祉サービス供給システムが変容することになった。社会保障

制度における大きな転機を迎え、障害者(轄害児も含める。 以下「障害者Jと記述する)福祉サービスも

財政的に安定した制度を構築することが必要になり、サービスの需給関係を健全に保つための方策も求め

られるようになった。

障害者福祉に関するこれまでの制度では、障害者のサ…ピスは行政処分(捨遺)として行われていたた

め、サービス給付の内容が利用者本位ではないと捉えられていた。また、行政が決めた事業者以外利用で

きない等の弊害がみられた。このような点も考慮した上で、社会福祉基礎構造改革の一環として、 2003年

4月より瞳害者指祉制度の根幹部分が支援費制震に移行した。

支援費制度では、利用者は提供事業者と契約しサービスを利用する。その際に要した費用の一部を利用

者が負担し、残りは公費負担として市町村が負担する。これは、高齢者の介護保検制度と同様に利用者の

自己選択を尊重した制度であり、消費者選択・事業者の参入と競争がサービス提供の仕組みに取りこまれ

た結果、利用者本位の遊切な質のサービスが利用者に提供されることが期待された。つまり、支援費制度

の給付については介護保険制度で…応、の評価を得た仕組みを導入することになった。

しかしながら、負担については支援費制度と介護保険制度とでは大きく異なっていた。介護保検都度は

社会保険制度であり市町村ごとに特別会計を設けており、サービ、ス提供量の水準によって保険料が決まる

ことになる。支援費制定の場合、財源はこれまで通り市町村のー殻会計(市町村の税と留庫補助金)であっ

たため、導入時点で支援費制度と介護保険制度には大きな相違があった。

介護保険制度施行以前は自治体が一般会計の枠のなかで独自に政策決定をしていたため、サービス水準

に自治体間格差が生じていた。この格差は介護保険法が成立したときに保験料格差として表面化した。地

方分権化が進むとこの格差をどう捉えればよいのかが問題となるが、格差に対する否定的意見が多く、批

判が強かったため格差が縮まっていった。その際、各市町村ーとしては介護保険の給付を負担の面からも住

民から理解してもらう必要があった。

支援費髄度では財源は一般会計に留まり、負担と給付や自治体問1各差の問題は表面化することなく2003

年に支援費制度が導入された。しかし、施行後まもなく多額の赤字が毎年続く状況に箔り、財政的に破綻

したため、 2005年10月に新たに障害者自立支援法が制定されて同年11月に公布された。 2006年4月に施行

され、向年10月より全面施行となった。それまでの障害者福祉制度は障害種別ごとの法律等に基づいてサー

ビスが提供されていた。全国共通の利用ルールはなく、地域における基盤整備やサーピス提供体制が異なっ

ており、 i積書種別や地域ごとにサービス利用に格差が生じていた九

i澄害者が地域で生活できるようにするために必要なサービスを増やしていくにはー殺的なjレールを作っ

て敗源をつけることが欠かせない。障害者自立支援法は、これまで問題とされていた財源確保や障害種別j

詩ならびに地域間のサービス水準格差是正などを実現し、障害者の自立生活を支えることを自標とした法

律だとされている九しかし、新支給決定プロセスや新事業体系関係の施行によって、現在利用している

サーピスを継続できるのかどうかという問題も起きている。このため、独自の負担軽減を図る市町村によ

る利用者負担軽減策が講じられているが、市町村の財政事情によって対策が異なるために地域格差が顕著

になることが予灘される。

近年中に介護保険制度との統合を自指す動きがあり、大規模なおl度の改正が行われていく可能性が高い

ため、 自立支援法の施行による問題点や課題を明らかにしておく必要がある。このため、本研究の

目的は、離害者自立支援法成立までの経緯、背景、目的、実施主体、対象、市町村障害者福祉計画、利用

者負担、就労支援等の現状と課題について検討することとする。



仁法のねらい

自立支援法の会関施行に伴う障害者自立支援の現状と課題
一利用者負担のあり方を中心としてー

II.障害者自立支援法の現状と時題点

厚生労働者は、瞳害者自立支援法のねらいとして次のことを挙げている九

(1) 樟害者総策の3障害一元化
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サービス提供主体を市町村に一元化し、障害の種類(身体欝害、知的障害、精神障害)にかかわらず障

害者の自立支援を目的とした共通の福祉サーピスは共通の制度により提供するとしている。つまり、身体

欝害、知的障害、精神障害の3滋害の制度の格差を解捕する方向となり、これまで支援の対象外であった

精神障害を加えることになった。また、都道府県は市町村を広域的な観点からをパックアップする仕組み

となった。

(2) 就労支援の抜本的強化

就労支援の抜本的強化のために、一般就労へ移行することを目的とし を創設するなど、働く意欲

と能力のある障害者が企業等で働けるように揺祉側から支譲するとしている。福祉と雇用が連携して障害

者の適性に応じた就職の斡旋を行うことができるように、福祉摘設から一般就労へ移行を進める「就労移

行支援卒業J等を創設した。また、第162沼通常国会において、精神障害者への雇用率適用等雇用を進め

るために「障害者の蔑用の促進等に関する法律jの一部改正がなされた。

(3) 運営基準・施設基準の見直し

地域の限られた社会資源を活用できるようするために、市町村が地域の実情に応じて障害者福祉に取り

組み、障害者が身近なところでサービスが利用できるように空き教室や空き庖舗の活用も視野に入れて規

制を緩和する。また、通所サービスについても社会福祉法人だけで、なく NPO法人等も参入が可能となる

ように運営主体の規制緩和も行われることになった。

(4) 公平なサービス手IJ用のための手続きや基準の透明化、明確化

支援の必要度合いに応じてサービスが公平に利用できるよう、利用に擦する手続きや基準の透明化、暁

確化を関っている。サービスは、障害程度、社会活動や介護者、賠住等の状況を踏まえ、鋼部に支給決定

が行われる f障害福祉サービスjと、市町村の創意工夫により利用者の状況に浴じて柔軟に実施できる「地

域生活支議事業jに大別される。「睦害福祉サービスjについては、介護の支援会受ける場合には「介護

給付」、訓練等の支援を受ける場合は問11練等給付jに位置づけられている。

(5) 増大する福祉サービス等の費用を皆で負担し支え合う仕組みの強化

-利吊したサービスの量や所得。に応じた「公平な負担」

i管害者が福祉サ…ビス等合利用した場合に、食費等の実費負担や利用したサービスの量等や所得に応じ

た公平な利用者負担を求め、適切な経過措置を設けることとした。

-国の「財政責任の明確化J

福祉サービス等の費用について、これまで国が補助する仕組みであった在宅サービスも含め、国が義務

的に負担する仕組みに改めることになった。

2.法成立までの経緯

日本では、障害者福祉に関する最初の法律として1949年に身体障害者福祉法が成立した。翌1950年に精

神衛生法、 1960年に精神薄弱者福祉法(1999年に知的障害者描祉法に改正・改称された)が成立した。精

神構生法は1987年に精神探健法に改正・改称された。 1993年に轄害者基本法が施行され精神障害者が障害

として含まれることになった。さらに、精神保健法が1995年に精神保健福祉法に改正・改称された。
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2000年に障害福祉に関係する法律が改正され社会福祉構造改革が始まった。このとき、それまで約50年

続いた措置制度から棒害福祉における利用者本位の福祉制度とされる契約制度に移行することになり、

2003年4月に f利用者本位Ji自己決定Ji自己選択jを基本理念とする支援費制度が施行された。措置制

度は、揺祉施設経営者に対して運営裂を一律単価守定員分措量費として給付する仕組みであったが、支援

費制度は障害者本人がその障害程度によって異なる支援費をサービス内容別に支給する仕組みである。

支援費制度に移行したその年に、措量制度にはなかった語宅サーピスへの予想、を超えるニーズによる急

激な支出拡大によって財源不足が問題となり、短期間で財源的に破綻することが明らかになった。 2003年

4月から2004年10月までの関でホームヘルプサービスの支給決定を受けた人が1.6倍に増加した。また、

ホームヘルプサービスを実施する市町村数も特に知的障害者については増加した。しかしながら、サーピ

スを実施していない市町村が多いことや、今後支援費制度の対象外である精神障害者も、制度の対象とし

て福祉サービスを充実していく方向であることを考慮すると、将来に渡ってサービス料が増加し、費用も

増加することが見込まれていた。さらに、サービス料の決定についての全国共通のルールがなかったため、

人口当たり最も多くの人がサーピスを受けている県と最も少ない件を比較した場合、介護保険では1.7倍

の差なのに支援費制度では7.8倍の格差があり、サーピスの水準について全国的に大きな地域格差が課題

となっていた!)。

このため、厚生労働省は2004年10月に改革のグランドデザイン案を公表し、地域の基盤や実施体制の整

備、制度の持続nJ能性の確保に向けて実施スケジ、ユールを示し、三蕗害の…元化と障害者の自己負担を求

める法律の制定が念、がれることになった九

2004年12月に障害者自立支援給付法(案)が公表され、 2005年1月に樟害者虫立支援法(案)と名称を

変更し、 2月に障害者自立支援法として間会に提出され、その後7月に衆議院を与党修正案が通過した九

この時点で、欝害者自立支援法案に対して、応益負担の導入によってこれまで利用していた福祉サービス

を減らさざるを得ない障害者が多数いること、障害程度註分の認定をする審査会の委員に障害特性の認識

が不十分な者がなる可能性があること、及び障害乳幼児に応益負担はなじまないこと等が問題点とされて

いた。しかしながら、 8月に衆議院解散となり審議未了で廃案となった。その後、衆議院選挙後2005年間

月31日に衆議院本会議において障害者自立支援法が成立した。

2006年4月に障害者自立支援法が施行され、 2006(平成18)年10月から障害者福祉については全語的に

新たな施設・事業体制へ移行することになった。

3. 法成立の背景

障害者自立支援法には、介護保険法と向様に生活圏域単{立の整備、市民主導の寂り組みも含めた地域の

小規模資源活用の多機能拠点づくりを誰進することが示されている。これまで、障害者福祉制度は障害種

別ごとに複雑に組み立てられ、特に精神障害については支援費制度の枠外であったことにより欝害種別関

でサービスの整備進捗度に格差が生じていた。また、在宅福祉サーピスが裁量的な経費としての補助事業

であったため、自治体の財政力の格差等によって寂り組みのばらつきが大きくなっていたことや、各謹の

難病が他の欝害と同等の位霞づけがなされていないことが問題となっていた。さらに、障害者が日常生活

や社会参加において自立して地域で暮らせるように支える社会資源が不足していた九

i翠害者自立支援法制定の大きな理由として、障害者?高校サービスが介護保検サーピス等の高齢者福祉

サーピスに比べると水準が鉱いことがあげられる。高齢者は介護保険におけるデイサービスやホームヘル

プサービスをどの市町村でも実施できるが、障害者はデイサービスやホームヘルプサービスを行っていな

い市町村がかなりある。 2004年10月時点のホームヘルプサービスの実施市町村の割合は、身体障害者が
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83%、知的罷害者が66%、精神障害者が49%、障害児カ'49%である。したがって、障害者が地域生活を継

続するためには、まだ未整備状態といわざるをえない状況があるヘ

福祉サービス供給システムが変容するなかで、障害福祉サービスにおいても対政的に安定した制鹿を構

築することが課題となっている。加えて、障害福祉サービスの需給関係を健全に保つために必要な仕組み

を整備することが求められている。

2006年震予算案における内訳は、訪問系サービス610億円、グループホーム・ケアホ…ム180億円、日中

活動・居住サーピス3，230檀円、その他1101:意円、計4，130億円となっている。現在、障害椙宅Il:サーピスに

かかる費用が年情4，0001:意向を超えている状況にある。限られた資源の適正な配分、事業者との対等な関

係づくり等を考慮すると、利用した分だけ代金を支払うという市場経済のルールを導入することはやむを

得ないことであるが、睦害者に対する経済的支援がト分ではないため負担軽減を図る必要があると考えら

れる。

4.法の毘的

障害者自立支援法の目的については、その第1条で「この法律は、障害者基本法(昭和45年法律第84号)

の基本的理念にのっとり、身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)、知的障害者福祉法(昭和35年法律

第37号)、精神保健及び積神障害者福祉に障する法律(昭和25年法律第123号)、児章福祉法(昭和22年法

律第164号)その他際害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障害者及び障害児がその有する能

力及び適性に志じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに

係る給付その他の支援を行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を圏るとともに、障害の有無にかか

わらず国民が相互に人格と倒性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目

的とするJと定められている。

障害者自玄支援法の目的については第 1条の冒頭に、この法律は障害者基本法の基本的理念にのっとる

という特般的な記述がある。障害者基本法では第3条第l項で「すべて障害者は、個人の尊厳が重んぜら

れ、その尊蔽にふさわしい生活を保障される権利を有するJ、第2項で「すべて偉害者は、社会を構成す

る一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が与えられるJ、 第3項で11可

人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を器害する行為をしてはなら

ないjと定めている。要約すると、 におけゐ個人の尊厳の尊重、生活保i療の権利、ノーマライゼ

ション社会の構築と完全参加の器庫、及び障害による差別の禁止で、あり、これらのことは障害者自立支援

法の基本的理念でもある。

5.法の実施主体

自立支援法第2条第l項から第3項までの規定は次の通りである。

f市町村(特別区を含む。以下向じ。)は、この法律の実施に際し次に掲げる責務を有する。

一 障害者が自ら選択した場所に居住し、又は障害者若しくは障害見(以下 11澄害者等jという。)がそ

の有する能力及び適性に応じ、自立した呂常生活又は社会生活を営むことができるよう、当該市町村‘の

区域における障害者等の生活の実態を把握した上で、公共職業安定所その他の職業リハピリテーション

の措置を実施する機関、教育機関その地の関係機関との緊密な連携を閣りつつ、必要な自立支援給付及

び地域生活支援事業を総合的かっ計器的に行うこと。

二 障害者等の描祉に関し、必要な'情報の提供を行い、並びに相談に応じ、必要な寵査及び指導を行い、

並びにこれらに付随する業務を行うこと。



6.市荷村欝害者指祉計酒

樟害者基本法第9条第3項では、汁T町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とすると

ともに、地方自治法(昭和22年法律第67号)第2条第4項の基本構想、に即し、かつ、当該市町村における

障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な計画(以下「市町村

障害者計画」という)を策定するよう努めなければならないjと定められている。

自立支援法第88条第 l項では、「市町村は、基本指針に即して、霞害福祉サービス、相談支援及

び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計密(以下「市町村障害福祉計爾jという)を定めるもの

とするJと規定している。

障害者恭本法では、市町村障害者計翻が努力義務規定となっているが、捧害者自立支援法では市町村に

障害者計画の策定と実施を義務付けている。つまり、計画したことを実施しなければならないため、有効

な計画を立てることが不可欠となる。このため、策定においては地域のニーズを深く把握することが必要

になると考えられる。その際、サービスの量を拡大するとともに地域内のサーピス提供体制を見直し、就

労や地域移行を進めるという規点を持っておくことが求められようヘ

三 意思疎通について支援が必要な障害者等が欝害福祉サービスを丹滑に利用することができるよう必要

な便宜を供与すること、障害者等に対する虐持のi坊止及びその早期発見のために関係機関と連絡調整を

行うことその他障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行うこと。(第 l項)J

「都道府県は、この法律の実施に践し、次に掲げる責務を有する。

市町村が行う自立支譲給付及び地域生活支援事業が適正かっ円滑に行われるよう、市町村に対する必

要な助雷、情報の提供その他の援助を行うこと。」

市町村と連携を図りつつ、必要な自立支援医療費の支給及び地域生活支援卒業を総合的に行うこと。

障害者等に関する相談及び指導のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものを行うこと。

市町村ふと協力して障害者等の権利の権護のために必要な援助を行うとともに、市町村が行う

の権利の擁護のために必要な援助が適正かっ円滑に行われるよう、市町村ーに対する必要な助言、情報の

提供その他の譲助を行うこと。(第2壊)J

「国は、市町村及び都道府県が行う自立支援給付、地域生活支援事業その他この法律に基づく業務が

適正かっ円滑に行われるよう、市町村及び都道府県に対する必要な助君、情報の提供その他の援助を行

わなければならない。(第3項)J

同法第4条では「この法律において「障害者jとは、身体障害者福祉法第四条に規定する身体障害者、

知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち18歳以上である者及び精神保健及び精神障害者福祉に障する法

律第5条に規定する精神障害者(知的障害者福祉法にいう知的障害者を徐く。以下「務神障害者Jという。)

のうち国歳以上である者をいう。(第 l項)J、「この法律において「障害児jとは、児童福祉法第4条第2

項に規定する障害児及び精神障害者のうち18歳未講である者をいう。(第2項)J と定めている。

J;)、上のように、障害者自立支援法では障害者自立支援施策の主たる担い手・は市町村であること、都道府

県は市町村が行う自立支援給付及び地域生活支援事業が適性かっ円滑に行われるのに必要な援助を行うこ

と、さらに、閣は都道府県と市町村に援助を行うことを定めている。また、精神障害者福祉についても市

町村の責務としている。従来の縦割り行政による障害種間ごとに障害指社サービスを行うのではなく、身

体障害者、知的障害者、精神棒害者、及び児童福祉法が対象としてきた障害児に対して一元的に自立支援

サービスを提供することを日指している。
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2006年4月より所得に着目した応能負担からサービス最と所得に着目した負担に移行した。障害者自立

支援法第29条第 3項では「介護給付費又は言11練等給付費の額は、障害福祉サービスの種類ごとに指定障害

福祉サービス等に通常要する費用(特定費用を除く)につき、厚生労働大聞が定める基準により算定した

費患の額(その額が現に当該指定障害福祉サービス等に要した費用(特定費用を除く)の額を超えるとき

は、当該現に指定障害指社サービス等に要した費用の額)の100分の90に相当する額とするJと規定され

ている。

介護給付費と言11練等給付費の額は100分の90であるため、基準額の 1割がキIj吊者の費用負担とみなされ

ることになる。加えて、所得に着目した負担上限額が決められているためサービス量と所得によって利用

者負担額が異なることになる。

また、在宅サービスを受ける障害者の費用負担との公平性を担保するために、福祉施設の利用にあたっ

て利用者の自己負担となっているのは、通所施設の食費、入所施設の食費・光熱水資・個室利用料である。

この他に、医療費・日常生活費についても良己負担となっている。

通所施設を利揺する場合、低所持旺帯は社会福祉法人軽減によって定率負担は7，500円、食費も人件費

が軽減され約5，000円、月額計約12，500円の負担となる。世2512員の中でl人で、も市民税が課税されている

一般世帯では負担軽減措置がないことにより、定率負担は15，000円、食費が約15，000円、月額計約30，000

円の負怒となるため、利用者の負担は大きいことが推察される。

通所サーどスでは定率負担に加えて食費が実費負拒となっている。このため、併設している入所施設の

規模が大きい場合食費が安くなるが、小規模である場合食費が高くなり、しかも実費のため食事を頼まな

い利用者が増えればさらに食費が高くなってしまう。福祉施設や事業所によって食費に差が出るため、ど

の通所サービスそ利尽しでも自己負担額が同額になるように補助をする必要があると考えられる。

これまでは知的障害者入所施設と障害児施設における医療費と日吊品費は公費負担とされていたのが実

費負担となった。しかし、障害があるために医療や日用品にかかる費用は一般の人よりも高いため、市町

村によっては医疲や日用品の補助を実施するところもある。例えば川崎市では施設宇Ij用者の医療費の自己

負担の割合は l部とし、日用品は月額3，000円まで補助をするようにしているヘ

障害者自立支援法第58条第3項では、自立支援医療費の額は次に掲げる額の合算額とするとされ、

該指定自立支援医療(食事療養を除く)につき健康保検の療養に要する費用の額の算定方法の例により

した額の100分の90に相当する額。ただし、当該支給認定障害者等が同ーの丹における指定自立支援i哀

療に要した費用の額の合計額の100分の10に相当する額が、当該支給認定障害者等の家計に与える影響、

詰害の状態その他の事悟をしん酌して政令で定める額を超えるときは、当該指定自立支援窪療につき健康

保険の療養に要する費F誌の額の算定方法の例により算定した額の範囲内において政令で定めるところによ

り算定した額Jと規定されている。

自立支援医療費の対象者は、従来の吏生法療、育成医療、精神通院医療の対象疾病である者で、一定の

所得未濡の者である。市町村民税が年間20万円以上の世帯の利用者は対象外となっており、負担割合も竪

療保検の負担割合となる (1重度かつ継続jの該当者を除く)。

利用者負担は医療費に応じて l割の定率負担となっているが、所得に応じて負担上限月額が設定されて

いる。育成医療の経過措置については、中間所得層の世帯に対して負担上段月額が1万円と 4万200円の

2区分となっている。また、「重度かっ継続Jの該当者で一定所得以上のものに対する経過措置があり、

この場合負担上限額が2万円となっており、施行後3年を経た段階で見在すとされている。このように、

月額負担上限額の設定や所得の低い方に対する減額制度などの配慮がなされている。
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8.利用者負担における罰題点

障害者の地域生活と就労を進め、自立を支援する観点から霞害者基本法の基本的理念にのっとり、これ

まで障害種別ごとに異なる法律に基づいて自立支援の観点から提供されてきた福祉サービス、公費負担i室

療等について、共通の制度の下で一元的に提供するイ士経みが創設された。また、自立支援給付の対象者、

内容、手続き、地域生活支援事業、サービスの整備のための計画の作成、費用の負担等を定めるとともに

精神保健福祉法等の関係法律について所要の改正を行った。利用者負担については所得に応じた負担から

定率負担(1割)になったが、月額負担上限額の設定や所得の低い方に対する減額制度などの記慮はなさ

れている。

これまで、身体障害・知的障害・精神障害に関する福社サービスや公費負担医療は倒々の法律に基づい

て提供されてきたが、これからは市町村が主体となって障害麓別に関わりなく一元的に共通のサービスを

提供する仕組みとなった。さらに、 2006年10丹から福祉サービスが新サービス体系へ移行し、これまでf措

置jであった障害見施設(知的障害児施設、知的障害児通園施設、富児施設、ろうあ児施設、却を諒幼児通

園施設、肢体不自由児施設、肢体不自由見療護施設、重症心身障害児施設(入所)、自閉症児施設)への

入所、通所についても原知として契約方式に変わることになった。

通所授産施設では作業に対する報酬として月約 l万円程度の工賃が支給される。これまで、通所授産施

設の利用料はゼロであったため支給される工賃は全額利用者に渡されていた。しかし、障害者自立支援法

の施行後は市県民税課税世帯で月額約 3万円の利用料と食費が請求されることになり、月額約 2万円の自

己負担が発生するようになった。このため施設の利用を中止する利用者も出てきている。厚生労働省は、

2006年10月に障害者自立支援法施行による自己負担増を理由に通所・入所施設の利用をやめた障害者の割

合は調査を実施した14府県の単純平均で0.39%だ、ったと発表した。三重、和歌山など4県では利用実態も

調査し、通所日数を減らすなどの利用控えが0.6~2.0%桂度起きている実態があるヘ

通所授産施設の利用者は 1級が月額約82，000丹、 2級の場合月額約66，000円の障害年金と各々 l万円の

工賃が収入となる。月額約3万円の利用料の自己負担というのは l級、 2級それぞ、れ金収入の約3鋭、約

4割の額となってしまうため重い負担であることが推察される。

精神障害者の場合、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律32条(通院窪療費公費負担制度)によっ

て0.5割の負担(一部自治体は異なる)であったが、 自立支援法によって世帯所持による上限は規

されているとはいえ基本的には 1部負担となり負担額が倍増した。

9.法における留の負担

障害者自立支援法第95条において次のように規定されているo

f屈は、政令で定めるところにより次に掲げるものを負担する。

第92条の規定により市町村が支弁する費用のうち、障害福祉サーピス費等負担対象額の100分の50

ニ 第92条の規定により市釘村が支弁する費用のうち、同条第2号及び第3号に掲げる費用の100分の50
ニ 第93条の規定により都道府県が支弁する費用のうち、同条第 l号に掲げる費痛の100分の50J

第四条では次のように規定されている。

「次に掲げる費馬は、市締I村の支弁とする。

一 介護給付費等、サーどス手Ij用計臨作成費、高額障害福祉サーピス費、特定障害者特別給付費及び、特例

特定障害者特別給付費(以下「障害福祉サービス費等Jという。)の支給に要する費用

一 自立支援毘療費(第八条第一項の政令で定める医療に係るものを除く。)、療養介護医療費及び基準該

当療養介護註療費の支給に要する費用
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つまり、市町村が支弁する経費として「介護給付費等、サーピス利用計菌作成費、高額障害福祉サービ

ス費、特定障害者特別給付費及び特訓特定詰害者特別給付費の支給に要する費馬、自立支援医療費(第8

条第l項の政令で定める怪療に係るものを除く)、療養介護医療費及び器準該主療養介護産療費の支給に

要する費島、裕装具費の支給に要する費用jがあり、これらの給付A費の 2分のu立国庫負担であることが
定められている。したがって、義務的経費の法定化については進んでいるといえよう。

同法附ー則第3条では f政府は、この法律の施行後3年を目途として、この法律及び霞害者等の福祉に関

する他の法律の規定の施行の状況、障害児の見章福祉施設への入所に係る実施主体の在り方等を勘案し、

この法律の規定について、 i濠害者等の範囲を含め検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする(第1項)oJと定めている。 3年後の見夜しの際、障害者の範囲も見査しに含めているため、今

後、障害者の定義を整合性のあるものに変え、それに応じた法制度の整備をしていく方向にあることが伺

える。

m.揮害者自立支護法の課題

障害者自立支援法において、給付費の一律1割負援に加えて食費と光熱水費の負担をする利用者負担を

導入したことは、高齢者の介護保険との統合に関連している。障害者福祉と介護保険とを統合するために

は、障害者福祉制度に関して一律の和居者負担としておく必要があったと推察される。

今臨i翠害者自立支援法においては、障害者団体の反対意見によって介護保険との統合は見送られたが、

統合した場合財政的な面での効率化や施設サービスの柔軟な活用を図ることが容易になる。このため、和

吊者の様々なニーズに的確に応じることが求められることになり、スタッフの専門性の向上も期待できる

状況となることを考慮:すると、今後介護保険との統合を目指す方向となろう。

その際、障害者当事者にとってこれまでのサービス水準の低下やサーどス種類の不足が生じているので

あれば、適切に是正するような柔軟な予算措寵をとることが必要になるヘ l割負担の軽減がなされる低

所得者世帯には 1割負担が不可能なのかどうか、また l割負担の軽減がなされない一般世請の場合1割負

担できるのかを実艶的に検討することによって、模祉サーピスに対して利島者の経済状況に応じた負担を

する仕組みに改善することが必要だと考えられる。さらに、法の附別にあるように、手当・年金・就労支

援等所得保障に関する検討をした上で必要な措量を講ずることが、これからの抜本的な改善につながるも

のと考えられる。

障害の重い人ほど負担が増えるという応益負担(定率負担)の考え方に大きな疑問があるとの主張があ

るヘ応援負担について論じる際、障害が重い場合普通に暮らしていくためには多くのサービスが必要に

なる。特に重症心身障害児の場合常時濃語な介護を要する状態にあるため、生命を維持するためだけでも

多くのサーピスが必要となることを常に考慮{することが不可欠である。

利用者負担の高額化、地域格差の問題がある離害者自立支援法には、地域での白立した生活を支援する

ことを理念とし、障害者の生活支援の観点から相談支援体艇の構築、就労支援の強化、精神障害者施策の

充実、施設サーピスの再構築などが含まれている。したがって、障害者の自立生活を実現する方向で、利

用者負担や地域格差についての問題点を改善していくこと、およびサービス提供基接が維持できる工夫を

していくことカf求められよう。

以上、欝害者自立支援j去における利用者負担において改善すべき課題について検討した。新たな制度の
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もとで障害者が告立生活を営んで、いくには的確な支援を行うと共に課題の解決を回ることが欠かせないた

め、今後、特に障害者自立支援法全部施行後のサービス手IJ毘における課題を解決するための方策を検討す

る必要がある。
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